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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
非磁性支持体上に非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層を有し、該非磁性層上に強磁性
粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁気記録媒体であって、
前記磁性層は、潤滑剤および磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレンに対す
る接触角を調整可能な１－ブロモナフタレン接触角調整剤を含み、
前記磁性層表面において測定される接触角は、１－ブロモナフタレンに対して４５．０°
～５５．０°の範囲であり、かつ水に対して９０．０°～１００．０°の範囲である磁気
記録媒体。
【請求項２】
前記１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、ポリマーである請求項１に記載の磁気記録媒
体。
【請求項３】
前記１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、含窒素ポリマーである請求項１または２に記
載の磁気記録媒体。
【請求項４】
前記１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、ポリアルキレンイミン系ポリマーである請求
項１～３のいずれか１項に記載の磁気記録媒体。
【請求項５】
前記１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、ポリアルキレンイミン鎖およびポリエステル
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鎖を含むポリアルキレンイミン系ポリマーである請求項４に記載の磁気記録媒体。
【請求項６】
前記１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、アミン系ポリマーである請求項１～３のいず
れか１項に記載の磁気記録媒体。
【請求項７】
前記磁性層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から選ばれる一種
以上の潤滑剤を含む請求項１～６のいずれか１項に記載の磁気記録媒体。
【請求項８】
前記非磁性層の厚みは、０．８０μｍ以下である請求項１～７のいずれか１項に記載の磁
気記録媒体。
【請求項９】
前記非磁性層は、潤滑剤を含む請求項１～８のいずれか１項に記載の磁気記録媒体。
【請求項１０】
前記非磁性層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から選ばれる一
種以上の潤滑剤を含む請求項９に記載の磁気記録媒体。
【請求項１１】
前記磁性層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から選ばれる一種
以上の潤滑剤を含む請求項１～１０のいずれか１項に記載の磁気記録媒体。
【請求項１２】
前記磁性層表面において原子間力顕微鏡により測定される中心線平均表面粗さＲａは、３
．０ｎｍ以下である請求項１～１１のいずれか１項に記載の磁気記録媒体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　磁気テープ等の磁気記録媒体への信号の記録再生は、通常、磁気記録媒体をドライブ内
で走行させ磁性層表面と磁気ヘッド（以下、単に「ヘッド」とも記載する。」とを接触（
摺動）させることにより行われる。そのような走行中、磁性層表面とヘッドとの摺動時の
摩擦が増大すると、磁性層の一部が削れ、発生した削れ物がヘッド表面に付着する現象が
発生する。そして、そのような削れ物が多量にヘッド表面に付着すると、磁性層表面とヘ
ッドとの間に生じたスペーシングに起因する出力低下（スペーシングロス）が発生してし
まう。そのため磁気記録媒体には、繰り返し走行後も高い出力を維持するために、ヘッド
との摺動時に多くの削れ物が発生することのないこと、即ち、優れた走行耐久性を有する
ことが求められる。
【０００３】
　上記の走行耐久性については、磁性層や非磁性層に潤滑剤を含有させることにより、走
行中の磁性層表面とヘッドとの摺動性を安定化し走行耐久性を高めることが提案されてい
る（例えば特許文献１～４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２９８３３２号公報
【特許文献２】特開２０１２－４３４９５号公報
【特許文献３】特開平２－２２７８２１号公報
【特許文献４】特開平１１－２５９８４９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
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　従来行われてきたように、潤滑剤の使用は、走行耐久性を高めるための有効な手段であ
る。しかるに本発明者らの検討によれば、単に潤滑剤の使用により走行耐久性を高めよう
とすると、潤滑剤に起因するスペーシングロスが無視できなくなる。そのようなスペーシ
ングロスとしては、磁性層表面に存在する潤滑剤量が多量になり、磁性層表面からヘッド
に付着した潤滑剤に起因するスペーシングロスや、多量の潤滑剤によって可塑化し脆くな
った磁性層がヘッドとの摺動時に削れて発生した削れ物がヘッドに付着することに起因す
るスペーシングロスが挙げられる。したがって、潤滑剤のみによらずに磁気記録媒体の走
行耐久性を高めるための新たな手段が求められる。
【０００６】
　そこで本発明の目的は、磁気記録媒体の走行耐久性を高めるための新たな手段を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
 　本発明者らは、上記目的を達成するための鋭意検討を重ねた結果、以下の磁気記録媒
体：
　非磁性支持体上に非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層を有し、非磁性層上に強磁性
粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁気記録媒体であって、
　磁性層は、潤滑剤および磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する
接触角を調整可能な１－ブロモナフタレン接触角調整剤を含み、
　磁性層表面において測定される接触角は、１－ブロモナフタレンに対して４５．０°～
５５．０°の範囲であり、かつ水に対して９０．０°～１００．０°の範囲である磁気記
録媒体、
　を新たに見出し、本発明を完成させた。
【０００８】
　以下において、１－ブロモナフタレンに対する接触角を、ブロモナフタレン接触角とも
記載する。また、水に対する接触角は、水接触角とも記載する。ブロモナフタレン接触角
および水接触角は、液滴法により評価するものとする。具体的には、接触角とは、２５℃
、相対湿度２５％の測定環境において、θ／２法により、あるサンプルについて６回測定
を行い得られた値の算術平均値をいうものとする。測定条件の具体的態様の一例は、実施
例について後述する。
【０００９】
　一態様では、１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、ポリマーであることができる。こ
こでポリマーとは、同一または異なる複数の繰り返し単位により構成される多量体であっ
て、ホモポリマーとコポリマーとを包含する意味で用いるものとする。
【００１０】
　一態様では、１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、含窒素ポリマーであることができ
る。
【００１１】
　一態様では、１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、ポリアルキレンイミン系ポリマー
であることができる。
【００１２】
　一態様では、１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、ポリアルキレンイミン鎖およびポ
リエステル鎖を含むポリアルキレンイミン系ポリマーであることができる。
【００１３】
　一態様では、１－ブロモナフタレン接触角調整剤は、アミン系ポリマーであることがで
きる。
【００１４】
　一態様では、磁性層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から選
ばれる一種以上の潤滑剤を含むことができる。
【００１５】
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　一態様では、非磁性層の厚みは、０．８０μｍ以下であることができる。
【００１６】
一態様では、非磁性層は、潤滑剤を含むことができる。潤滑剤を含む非磁性層は、磁性層
へ潤滑剤を供給するタンクとしての機能を果たし得る。
【００１７】
　一態様では、非磁性層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から
選ばれる一種以上の潤滑剤を含むことができる。
【００１８】
　一態様では、磁性層は、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドからなる群から選
ばれる一種以上の潤滑剤を含むことができる。
【００１９】
　ところで、一般に、磁性層の表面平滑性が高まるほど、高密度記録化には有利であるが
、磁性層表面とヘッドとの摺動時の摩擦が増大し走行耐久性が低下する傾向がある。その
ような磁気記録媒体であっても、先に記載したように１－ブロモナフタレン接触角および
水接触角を制御することにより、優れた走行耐久性を実現することができる。
上記の点に関し、一態様では、磁性層表面において原子間力顕微鏡により測定される中心
線平均表面粗さＲａは、３．０ｎｍ以下であることができる。
　原子間力顕微鏡により測定される中心線平均表面粗さＲａは、磁性層表面の面積４０μ
ｍ×４０μｍの領域において測定される中心線平均表面粗さＲａをいうものとする。原子
間力顕微鏡としては、例えば一例として、ＤＩＧＩＴＡＬＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴ社製のＮ
ＡＮＯ ＳＣＯＰＥ（登録商標）ＩＩＩをコンタクトモードで用いることができる。具体
的な測定条件の一例については、後述の実施例の記載を参照できる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、優れた走行耐久性を有する磁気記録媒体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】実施例におけるヘッド汚れ（ヘッド面汚れ、ヘッドエッジ汚れ）の評価方法の説
明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　本発明の磁気記録媒体は、非磁性支持体上に非磁性粉末および結合剤を含む非磁性層を
有し、非磁性層上に強磁性粉末および結合剤を含む磁性層を有する磁気記録媒体であって
、磁性層は、潤滑剤および磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレンに対する
接触角を調整可能な１－ブロモナフタレン接触角調整剤（以下、単に「接触角調整剤」と
も記載する。）を含み、磁性層表面において測定される接触角は、１－ブロモナフタレン
に対して４５．０°～５５．０°の範囲であり、かつ水に対して９０．０°～１００．０
°の範囲である
【００２３】
　以下は、本発明を何ら限定するものではないが、上記磁気記録媒体が優れた走行耐久性
を示すことができる理由を、本発明者らは次のように考えている。
　先に記載したように、単に潤滑剤を使用するのみでは、潤滑剤に起因するスペーシング
ロスが発生してしまう。このような潤滑剤に起因するスペーシングロスは、潤滑剤のタン
クとしての機能を果たし得る非磁性層が薄くなり、薄くなった非磁性層からの供給不足を
補うために磁性層への潤滑剤の添加量を増量すると顕在化する傾向がある。
　そこで本発明者らは、潤滑剤の増量のみによらずに走行耐久性を高めるための手段につ
いて鋭意検討を重ねた結果、１－ブロモナフタレン接触角に着目するに至った。この点に
ついて更に説明すると、本発明者らは、磁性層表面の表面自由エネルギーを北崎－畑の理
論（三液法）に基づき検討した。三液法による表面自由エネルギーは、分散成分、水素結
合成分および分極成分の和として求められるが、磁気記録媒体の磁性層表面で測定される
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表面自由エネルギーでは、磁性層の構成成分の物性に起因して分散成分が支配的であると
考えられる。したがって、磁性層表面とヘッドとの親和性には、主に、分散成分が寄与す
ると推察される。そして本発明者らは、分散成分の指標について更に検討を重ねた結果、
１－ブロモナフタレン接触角を採用するに至り、この値に基づき磁性層表面の表面性を制
御することを検討した。ただし、１－ブロモナフタレン接触角は潤滑剤の添加により高め
ることは可能であるが、潤滑剤の添加のみにより１－ブロモナフタレン接触角を制御した
場合には、先に記載したように、潤滑剤に起因するスペーシングロスが発生してしまう。
そこで本発明者らは、１－ブロモナフタレン接触角とともに、磁性層表面における潤滑剤
存在量の指標として水接触角を採用し、これら２つの接触角をともに制御することにより
、優れた走行耐久性を有する磁気記録媒体の提供が可能になることを新たに見出した。よ
り詳しくは、潤滑剤とともに、１－ブロモナフタレン接触角を調整可能な接触角調整剤を
使用し、１－ブロモナフタレン接触角および水接触角をともに制御することにより、磁性
層表面の削れ物に起因するスペーシングロスおよび潤滑剤に起因するスペーシングロスの
発生を抑制することが可能になることを新たに見出し、本発明を完成させた。
　ただし、以上は本発明者らによる推察を含むものであり、本発明を何ら限定するもので
はない。
　なお磁性層表面の潤滑剤存在量の指標としては、特許文献４の段落０１０１、０１８６
および０１８７に、ヨウ化メチレンに対する接触角が挙げられている。しかるにヨウ化メ
チレンに対する接触角は、三液法による表面自由エネルギーを構成する３成分中の分散成
分に加えて分極成分による影響も含むと考えられ、磁性層表面とヘッドとの親和性の指標
としては適切でないと推察される。このようなヨウ化メチレンに対する接触角を開示する
に過ぎない特許文献４は、本発明に対して何ら示唆を与えるものではない。
【００２４】
　以下、上記磁気記録媒体について、更に詳細に説明する。
【００２５】
＜１．磁性層＞
（１－１．磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角、水接触角）
　上記磁気記録媒体において、磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触
角は４５．０°～５５．０°の範囲であり、水接触角は９０．０°～１００．０°の範囲
である。磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角、水接触角がそれぞ
れ上記範囲である磁気記録媒体は、良好な走行耐久性を示すことができる。より詳しくは
、繰り返し走行後のヘッド表面に、スペーシングロスの原因となる磁性層表面の削れ物の
付着や、やはりスペーシングロスの原因となる潤滑剤の多量付着が起こることを防ぐこと
によって、良好な走行耐久性を示すことができる。なお１－ブロモナフタレン接触角とと
もに水接触角を規定することに関する本発明者らによる推察は、先に記載した通りである
。
　磁性層表面の削れの発生をより効果的に防ぐ観点から、１－ブロモナフタレン接触角は
、４６．０°以上であることが好ましく、４７．０°以上であることがより好ましい。同
様の観点から、水接触角は９３．０°以上であることが好ましく、９５．０°以上である
ことがより好ましい。
　また、ヘッドに付着する潤滑剤をより少なくする観点から、１－ブロモナフタレン接触
角は、５３．０°以下であることが好ましく、５２．０°以下であることがより好ましい
。同様の観点から、水接触角は、９９．５°以下であることが好ましく、９９．０°以下
であることがより好ましい。
【００２６】
　以上記載した１－ブロモナフタレン接触角および水接触角は、１－ブロモナフタレン接
触角を調整可能な接触角調整剤および潤滑剤の使用により制御することができる。詳しく
は、接触角調整剤の添加量を増量するほど磁性層表面に存在する１－ブロモナフタレン接
触角は高まる傾向があり、磁性層表面の潤滑剤存在量を増やすほど水接触角は高まる傾向
がある。より詳しくは、後述する。
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【００２７】
（１－２．潤滑剤）
　磁性層に含まれる潤滑剤としては、脂肪酸、脂肪酸エステル、脂肪酸アミド等の磁気記
録媒体に通常使用される各種潤滑剤を挙げることができる。
例えば、脂肪酸としては、ラウリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、ステアリン酸、オ
レイン酸、リノール酸、リノレン酸、ベヘン酸、エルカ酸、エライジン酸等を挙げること
ができ、ステアリン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸が好ましく、ステアリン酸がより好
ましい。なお脂肪酸は、金属塩等の塩の形態で磁性層に含まれていてもよい。
脂肪酸エステルとしては、上記各種脂肪酸のエステル、例えば、ミリスチン酸ブチル、パ
ルミチン酸ブチル、ステアリン酸ブチル、ネオペンチルグリコールジオレエート、ソルビ
タンモノステアレート、ソルビタンジステアレート、ソルビタントリステアレート、オレ
イン酸オレイル、ステアリン酸イソセチル、ステアリン酸イソトリデシル、ステアリン酸
オクチル、ステアリン酸イソオクチル、ステアリン酸アミル、ステアリン酸ブトキシエチ
ル等を挙げることができる。
　脂肪酸アミドとしては、各種脂肪酸のアミド、例えば、ラウリン酸アミド、ミリスチン
酸アミド、パルミチン酸アミド、ステアリン酸アミド等を挙げることができる。
　脂肪酸と一種以上の脂肪酸の誘導体とを併用することが好ましく、脂肪酸エステルおよ
び脂肪酸アミドからなる群から選択される一種以上と脂肪酸とを併用することがより好ま
しく、脂肪酸、脂肪酸エステルおよび脂肪酸アミドを併用することがより好ましい。
　脂肪酸と脂肪酸の誘導体（エステル、アミド等）とを併用する場合、脂肪酸誘導体の脂
肪酸由来部位は、併用される脂肪酸と同様または類似の構造を有することが好ましい。例
えば、一例として、脂肪酸としてステアリン酸を用いる場合には、ステアリン酸エステル
やステアリン酸アミドを使用することは好ましい。
　また、潤滑剤としては、特開２００９－９６７９８号公報段落０１１１に記載されてい
るものを用いることもできる。
　磁性層の潤滑剤含有量は、強磁性粉末１００．０質量部あたり、例えば６．０～１２．
０質量部であり、好ましくは７．０～１１．０質量部、より好ましくは８．０～１０．０
質量部である。なお潤滑剤として二種以上の異なる潤滑剤を使用する場合、含有量とは、
それらの合計含有量をいうものとする。この点は、本明細書において、特記しない限り、
他の成分の含有量についても同様とする。
【００２８】
（１－３．１－ブロモナフタレン接触角調整剤）
　磁性層には、潤滑剤とともに１－ブロモナフタレン接触角調整剤が含まれる。１－ブロ
モナフタレン接触角調整剤とは、磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレン接
触角を調整可能な成分である。ここで調整可能とは、１－ブロモナフタレン接触角を変化
させる作用を奏することができることをいい、１－ブロモナフタレン接触角を高める作用
を奏することが好ましい。かかる作用を奏することは、接触角調整剤の有無により、磁性
層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角が変化することによって、確認す
ることができる。なお１－ブロモナフタレン接触角調整剤により、水接触角は変化（上昇
または低下）してもよく、しなくてもよい。
【００２９】
　接触角調整剤は、一種用いてもよく、二種以上を用いてもよい。１－ブロモナフタレン
接触角制御の容易性の観点からは、磁性層における接触角調整剤の含有量は、強磁性粉末
１００．０質量部に対して０．５質量部以上とすることが好ましく、１．０質量部以上と
することがより好ましい。他方、高密度記録の観点からは、強磁性粉末の充填率を高くす
るために他の成分の含有量は相対的に低くすることが好ましい。この点からは、磁性層に
おける接触角調整剤の含有量は、強磁性粉末１００質量部に対して５０．０質量部以下と
することが好ましく、４０．０質量部以下とすることがより好ましく、３０．０質量部以
下とすることが更に好ましく、２０．０質量部以下とすることが一層好ましく、１５．０
質量部以下とすることがより一層好ましい。
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　接触角調整剤としては、１－ブロモナフタレン接触角を高めることに寄与すると考えら
れる疎水性部と、強磁性粉末の粒子表面への吸着部とを含む構造を有する化合物が好まし
い。
【００３１】
　また、接触角調整剤は、一態様では、ポリマーであることが好ましい。ポリマーに含ま
れるポリマー鎖が、磁性層表面において測定される１－ブロモナフタレン接触角を高める
ことに寄与すると本発明者らは推察している。１－ブロモナフタレン接触角を高める観点
からは、ポリマー鎖は疎水性鎖であることがより好ましい。好ましいポリマー鎖の具体例
は、後述する。
【００３２】
　上記ポリマーは、一態様では、含窒素ポリマーであることが好ましい。含窒素ポリマー
とは、構造中に窒素原子を含むポリマーをいい、好ましい含窒素ポリマーとしては、ポリ
アルキレンイミン系ポリマー、アミン系ポリマー等を挙げることができる。
【００３３】
　また、一態様では、上記ポリマーは、重量平均分子量が、磁性層に含まれる結合剤の重
量平均分子量を超えない範囲にあるポリマーであることが好ましい。
【００３４】
　以下に、好ましいポリアルキレンイミン系ポリマーについて説明する。
【００３５】
（１－３－１．ポリアルキレンイミン系ポリマー）
（１－３－１－ａ．ポリアルキレンイミン鎖）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーとは、ポリアルキレンイミン鎖を１つ以上含むポリマ
ーである。また、ポリアルキレンイミン鎖とは、同一または異なるアルキレンイミン鎖の
２つ以上を含む重合構造である。含まれるアルキレンイミン鎖としては、下記の式Ａで表
されるアルキレンイミン鎖、および式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖を挙げることがで
きる。下記式で表されるアルキレンイミン鎖の中で、式Ａで表されるアルキレンイミン鎖
は、他のポリマー鎖との結合位置を含み得るものである。また、式Ｂで表されるアルキレ
ンイミン鎖は、他のポリマー鎖と塩架橋基（詳細は後述する。）により結合することがで
きる。また、ポリアルキレンイミン鎖は、直鎖構造のみからなるものであっても、分岐し
た三級アミン構造を有するものであってもよい。分岐構造を含むものとしては、下記式Ａ
中の＊１において隣接するアルキレンイミン鎖と結合するもの、下記式Ｂ中の＊２におい
て隣接するアルキレンイミン鎖と結合するものを挙げることができる。
【００３６】
【化１】

【００３７】
　式Ａ中、Ｒ１およびＲ２は、それぞれ独立に水素原子またはアルキル基を表し、ａ１は
２以上の整数を表し、＊１は隣接する他のポリマー鎖（例えば隣接するアルキレンイミン
鎖や後述するポリエステル鎖）、または水素原子もしくは置換基との結合位置を表す。
【００３８】
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【化２】

【００３９】
　式Ｂ中、Ｒ３およびＲ４は、それぞれ独立に水素原子またはアルキル基を表し、ａ２は
２以上の整数を表す。式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖は、アニオン性基を有する他の
ポリマー鎖と、式Ｂ中のＮ＋と他のポリマー鎖に含まれるアニオン性基が塩架橋基を形成
することにより結合する。
【００４０】
　式Ａ、Ｂ中の＊、および式Ｂ中の＊２は、それぞれ独立に、隣接するアルキレンイミン
鎖、または水素原子もしくは置換基と結合する位置を表す。
【００４１】
　以下、上記式Ａ、式Ｂについて、更に詳細に説明する。なお、本発明において、特記し
ない限り、記載されている基は置換基を有してもよく無置換であってもよい。ある基が置
換基を有する場合、置換基としては、アルキル基（例えば炭素数１～６のアルキル基）、
ヒドロキシル基、アルコキシ基（例えば炭素数１～６のアルコキシ基）、ハロゲン原子（
例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子）、シアノ基、アミノ基、ニトロ基、アシル基、
カルボキシル基等を挙げることができる。また、置換基を有する基について「炭素数」と
は、置換基を含まない部分の炭素数を意味するものとする。
【００４２】
　式Ａ中のＲ１およびＲ２、ならびに式Ｂ中のＲ３およびＲ４は、それぞれ独立に、水素
原子またはアルキル基を表す。アルキル基としては、例えば、炭素数１～６のアルキル基
を挙げることができ、好ましくは炭素数１～３のアルキル基であり、より好ましくはメチ
ル基またはエチル基であり、更に好ましくはメチル基である。式Ａ中のＲ１およびＲ２の
組み合わせとしては、一方が水素原子であって他方がアルキル基である態様、両方が水素
原子である態様、両方がアルキル基（同一または異なるアルキル基）である態様があり、
好ましくは両方が水素原子である態様である。以上の点は、式Ｂ中のＲ３およびＲ４につ
いても、同様である。
【００４３】
　アルキレンイミンとして環を構成する炭素数が最小の構造はエチレンイミンであり、エ
チレンイミンの開環により得られたアルキレンイミン鎖（エチレンイミン鎖）の主鎖の炭
素数は２である。したがって、式Ａ中のａ１および式Ｂ中のａ２の下限は２である。即ち
、式Ａ中のａ１および式Ｂ中のａ２は、それぞれ独立に、２以上の整数である。強磁性粉
末の粒子表面への吸着性の観点からは、式Ａ中のａ１および式Ｂ中のａ２は、それぞれ独
立に、１０以下であることが好ましく、６以下であることがより好ましく、４以下である
ことが更に好ましく、２または３であることがいっそう好ましく、２であることがよりい
っそう好ましい。
【００４４】
　式Ａで表されるアルキレンイミン鎖、式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖と他のポリマ
ー鎖との結合の詳細については、後述する。
【００４５】
　上記の各アルキレンイミン鎖は、各式中の＊で表される位置において、隣接するアルキ
レンイミン鎖、または水素原子もしくは置換基と結合する。置換基としては、例えばアル
キル基（例えば炭素数１～６のアルキル基）等の一価の置換基を例示することができるが
、これらに限定されるものではない。また、置換基として、他のポリマー鎖（例えば後述
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のポリエステル鎖）が結合してもよい。
【００４６】
　ポリアルキレンイミン系ポリマーに関し、本発明者らは、ポリアルキレンイミン鎖が、
ポリアルキレンイミン系ポリマーが強磁性粉末の粒子表面に吸着するための吸着部として
機能し得ると考えている。強磁性粉末の粒子表面への吸着性の観点からは、ポリアルキレ
ンイミン鎖の数平均分子量は、３００以上であることが好ましく、５００以上であること
がより好ましい。また同様の観点から、３，０００以下であることが好ましく、２，００
０以下であることがより好ましい。
　本発明において、ポリアルキレンイミン系ポリマーに含まれるポリアルキレンイミン鎖
の数平均分子量とは、ポリアルキレンイミン系ポリマーを加水分解して得られたポリアル
キレンイミンについて、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により、標準ポリスチレ
ン換算で求められる値をいう。こうして求められる値は、ポリアルキレンイミン系ポリマ
ーを合成するために用いたポリアルキレンイミンについて、ゲル浸透クロマトグラフィー
（ＧＰＣ）により、標準ポリスチレン換算で求められる値と同様である。したがって、ポ
リアルキレンイミン系ポリマーを合成するために用いたポリアルキレンイミンについて求
めた数平均分子量を、ポリアルキレンイミン系ポリマーに含まれるポリアルキレンイミン
鎖の数平均分子量として採用することができる。ポリアルキレンイミン鎖の数平均分子量
の測定条件については、後述の実施例を参照できる。なおポリアルキレンイミンとは、ア
ルキレンイミンの開環重合により得ることができるポリマーである。　
　また、ポリアルキレンイミン系ポリマーの加水分解は、エステルの加水分解法として通
常用いられている各種方法により行うことができる。そのような方法の詳細については、
例えば、「実験化学講座１４ 有機化合物の合成ＩＩ－アルコール・アミン（第５版）」
（日本化学会編、丸善出版、２００５年８月発行）９５～９８頁に記載の加水分解法に関
する記載、「実験化学講座１６ 有機化合物の合成ＩＶ－カルボン酸・アミノ酸・ペプチ
ド（第５版）」（日本化学会編、丸善出版、２００５年３月発行）１０～１５頁に記載の
加水分解法に関する記載等を参照できる。
得られた加水分解物から、液体クロマトグラフィー等の公知の分離手段によりポリアルキ
レンイミンを分離し、数平均分子量を求めることができる。
【００４７】
　１－ブロモナフタレン接触角制御の容易性の観点から、ポリアルキレンイミン系ポリマ
ーにおいてポリアルキレンイミン鎖の占める割合（以下、「ポリアルキレンイミン鎖比率
」とも記載する。）は、５．０質量％未満であることが好ましく、４．９質量％以下であ
ることがより好ましく、４．８質量％以下であることが更に好ましく、４．５質量％以下
であることが一層好ましく、４．０質量％以下であることがより一層好ましく、３．０質
量％以下であることが更に一層好ましい。また、同様の観点から、ポリアルキレンイミン
鎖比率は、０．２質量％以上であることが好ましく、０．３質量％以上であることがより
好ましく、０．５質量％以上であることが更に好ましい。
　以上記載したポリアルキレンイミン鎖の占める割合は、例えば、合成時に用いるポリア
ルキレンイミンとポリエステルとの混合比によって制御することができる。
【００４８】
　ポリアルキレンイミン系ポリマーにおいてポリアルキレンイミン鎖の占める割合は、核
磁気共鳴（Nuclear Magnetic Resonance；ＮＭＲ）、より詳しくは、１Ｈ－ＮＭＲおよび
１３Ｃ－ＮＭＲ、ならびに公知の手法による元素分析による分析結果から、算出すること
ができる。こうして算出される値は、ポリアルキレンイミン系ポリマーの合成原料の配合
比から求められる理論値と同様であるため、配合比から求められる理論値を、ポリアルキ
レンイミン系ポリマーにおけるポリアルキレンイミン鎖の占める割合（ポリアルキレンイ
ミン鎖比率）として採用することができる。
【００４９】
（１－３－１－ｂ．ポリエステル鎖）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーは、以上説明したポリアルキレンイミン鎖とともに、
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他のポリマー鎖を含むことが好ましい。他のポリマー鎖としては、疎水性部として機能し
得るもの（疎水性鎖）が好ましい。疎水性鎖は、好ましくは、ポリエステル鎖である。ポ
リエステル鎖は、一態様では、式Ａで表されるアルキレンイミン鎖と、式Ａ中の＊１にお
いて、式Ａに含まれる窒素原子Ｎとカルボニル結合－（Ｃ＝Ｏ）－により結合し、－Ｎ－
（Ｃ＝Ｏ）－を形成することができる。また、他の一態様では、式Ｂで表されるアルキレ
ンイミン鎖とポリエステル鎖とが、式Ｂ中の窒素カチオンＮ＋とポリエステル鎖が有する
アニオン性基により塩架橋基を形成することができる。塩架橋基としては、ポリエステル
鎖に含まれる酸素アニオンＯ－と式Ｂ中のＮ＋とにより形成されるものを挙げることがで
きるが、これに限定されるものではない。
【００５０】
　式Ａで表されるアルキレンイミン鎖と、式Ａに含まれる窒素原子Ｎとカルボニル結合－
（Ｃ＝Ｏ）－により結合するポリエステル鎖としては、下記式１で表されるポリエステル
鎖を挙げることができる。下記式１で表されるポリエステル鎖は、＊１で表される結合位
置において、アルキレンイミン鎖に含まれる窒素原子とポリエステル鎖に含まれるカルボ
ニル基－（Ｃ＝Ｏ）－とが－Ｎ－（Ｃ＝Ｏ）－を形成することにより、式Ａで表されるア
ルキレンイミン鎖と結合することができる。
【００５１】
【化３】

【００５２】
　また、式Ｂで表されるアルキレンイミン鎖と、式Ｂ中のＮ＋とポリエステル鎖に含まれ
るアニオン性基が塩架橋基を形成することにより結合するポリエステル鎖としては、下記
式２で表されるポリエステル鎖を挙げることができる。下記式２で表されるポリエステル
基は、酸素アニオンＯ－により、式Ｂ中のＮ＋と塩架橋基を形成することができる。
【００５３】

【化４】

【００５４】
　式１中のＬ１、式２中のＬ２は、それぞれ独立に二価の連結基を表す。二価の連結基と
しては、好ましくは炭素数３～３０のアルキレン基を挙げることができる。なおアルキレ
ン基の炭素数は、アルキレン基が置換基を有する場合には、先に記載したように、置換基
を除く部分（主鎖部分）の炭素数をいうものとする。
【００５５】
　式１中のｂ１１、式２中のｂ２１は、それぞれ独立に２以上の整数を表し、例えば２０
０以下の整数である。後述の実施例に示すラクトン繰り返し単位数は、式１中のｂ１１ま
たは式２中のｂ２１に相当する。
【００５６】
　式１中のｂ１２、式２中のｂ２２は、それぞれ独立に０または１を表す。
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【００５７】
　式１中のＸ１、式２中のＸ２は、それぞれ独立に、水素原子または一価の置換基を表す
。一価の置換基としては、アルキル基、ハロアルキル基（例えばフルオロアルキル基等）
、アルコキシ基、ポリアルキレンオキシアルキル基およびアリール基からなる群から選択
される一価の置換基を挙げることができる。
【００５８】
　アルキル基は置換基を有していてもよく、無置換であってもよい。置換基を有するアル
キル基としては、ヒドロキシル基が置換したアルキル基（ヒドロキシアルキル基）、ハロ
ゲン原子が１つ以上置換したアルキル基が好ましい。また、炭素原子と結合する全水素原
子がハロゲン原子に置換したアルキル基（ハロアルキル基）も好ましい。ハロゲン原子と
しては、フッ素原子、塩素原子、臭素原子等を挙げることができる。アルキル基としては
、より好ましくは炭素数１～３０、更に好ましくは炭素数１～１０のアルキル基である。
アルキル基は、直鎖状、分岐鎖状および環状のいずれであってもよい。ハロアルキル基に
ついても、同様である。
【００５９】
　置換または無置換のアルキル基、ハロアルキル基の具体例としては、例えばメチル基、
エチル基、プロピル基、ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、ヘプチル基、オクチル基、
ノニル基、デシル基、ウンデシル基、ドデシル基、トリデシル基、ペンタデシル基、へキ
サデシル基、ヘプタデシル基、オクタデシル基、エイコシル基、イソプロピル基、イソブ
チル基、イソペンチル基、２－エチルヘキシル基、ｔｅｒｔ－オクチル基、２－ヘキシル
デシル基、シクロヘキシル基、シクロペンチル基、シクロヘキシルメチル基、オクチルシ
クロヘキシル基、２－ノルボルニル基、２，２、４－トリメチルペンチル基、アセチルメ
チル基、アセチルエチル基、ヒドロキシメチル基、ヒドロキシエチル基、ヒドロキシプロ
ピル基、ヒドロキシブチル基、ヒドロキシペンチル基、ヒドロキシヘキシル基、ヒドロキ
シヘプチル基、ヒドロキシオクチル基、ヒドロキシノニル基、ヒドロキシデシル基、クロ
ロメチル基、ジクロロメチル基、トリクロロメチル基、ブロモメチル基、１，１，１，３
，３，３－ヘキサフルオロイソプロピル基、ヘプタフルオロプロピル基、ペンタデカフル
オロヘプチル基、ノナデカフルオロノニル基、ヒドロキシウンデシル基、ヒドロキシドデ
シル基、ヒドロキシペンタデシル基、ヒドロキシヘプタデシル基、ヒドロキシオクタデシ
ル基が挙げられる。
【００６０】
　アルコキシ基としては、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロピルオキシ基、ヘキシ
ルオキシ基、メトキシエトキシ基、メトキシエトキシエトキシ基、メトキシエトキシエト
キシメチル基等を挙げることができる。
【００６１】
　ポリアルキレンオキシアルキル基とは、Ｒ１０（ＯＲ１１）ｎ（Ｏ）ｍ－で表される一
価の置換基である。Ｒ１０はアルキル基を表し、Ｒ１１はアルキレン基を表し、ｎは２以
上の整数を表し、ｍは０または１を表す。
　Ｒ１０で表されるアルキル基については、Ｘ１、Ｘ２で表されるアルキル基について記
載した通りである。Ｒ１１で表されるアルキレン基の詳細については、Ｘ１、Ｘ２で表さ
れるアルキル基に関する上記の記載を、これらアルキレン基から水素原子を１つ取り去っ
たアルキレン基に読み替えて（例えば、メチル基はメチレン基に読み替えて）適用するこ
とができる。ｎは２以上の整数であり、例えば１０以下、好ましくは５以下の整数である
。
【００６２】
　アリール基は置換基を有していても縮環していてもよく、より好ましくは炭素数６～　
２４のアリール基であり、例えばフェニル基、４－メチルフェニル基、４－フェニル安息
香酸、３－シアノフェニル基、２－クロロフェニル基、２－ナフチル基等を挙げることが
できる。
【００６３】
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　以上記載した式１、式２で表されるポリエステル鎖は、公知のポリエステル合成法によ
り得られたポリエステル由来の構造であることができる。ポリエステル合成法としては、
例えば、ラクトンの開環重合を挙げることができる。ラクトンとしては、例えば、ε－カ
プロラクトン、δ－カプロラクトン、β－プロピオラクトン、γ－ブチロラクトン、δ－
バレロラクトン、γ－バレロラクトン、エナントラクトン、β－ブチロラクトン、γ－ヘ
キサノラクトン、γ－オクタノラクトン、δ－ヘキサラノラクトン、δ－オクタノラクト
ン、δ－ドデカノラクトン、α－メチル－γ－ブチロラクトン、ラクチド等を挙げること
ができる。なおラクチドは、Ｌ体であってもＤ体であってもよい。ポリエステル合成にお
いて、ラクトンは一種のみ用いてもよく、異なる構造の二種以上を用いてもよい。ラクト
ンとしては、ε－カプロラクトン、ラクチドまたはδ－バレロラクトンが、反応性・入手
性の観点から好ましい。ただし、これらに限定されるものではなく、開環重合によりポリ
エステルを得ることができるものであれば、いずれのラクトンであってもよい。
【００６４】
　ラクトンの開環重合のための求核試薬としては、カルボン酸、アルコール等を用いるこ
とができ、カルボン酸が好ましい。カルボン酸は一種用いてもよく、二種以上を混合して
用いてもよい。
　カルボン酸は、Ｒ１２（Ｃ＝Ｏ）ＯＨで表すことができ、Ｒ１２（Ｃ＝Ｏ）－部が、式
１で表されるポリエステル鎖において、Ｘ１－（Ｃ＝Ｏ）－部として存在し得る。式２で
表されるポリエステル鎖におけるＸ２－（Ｃ＝Ｏ）－部についても同様である。
Ｒ１２は、非環状構造（直鎖構造または分岐構造）であってもよく、環状構造であっても
よい。Ｒ１２の詳細は、先に式１中のＸ１、式２中のＸ２について記載した通りである。
　カルボン酸としては、例えば、酢酸、プロピオン酸、酪酸、吉草酸、ｎ－ヘキサン酸、
ｎ－オクタン酸、ｎ－デカン酸、ｎ－ドデカン酸、パルミチン酸、２－エチルヘキサン酸
、シクロヘキサン酸、ステアリン酸、グリコール酸、乳酸、３－ヒドロキシプロピオン酸
、４－ヒドロキシドデカン酸、５－ヒドロキシドデカン酸、シクロヘキシル酢酸、アダマ
ンタンカルボン酸、アダマンタン酢酸、リシノール酸、１２－ヒドロキシドデカン酸、１
２－ヒドロキシステアリン酸、２，２－ビス（ヒロドキシメチル）酪酸、［２－（２－メ
トキシエトキシ）エトキシ）］酢酸、モノクロロ酢酸、ジクロロ酢酸、ブロモ酢酸、ノナ
フルオロ吉草酸、ヘプタデカフルオロノナン酸、３，５，５－トリメチルヘキサン酸、ア
セチル酢酸、４－オキソバレリン酸、安息香酸、４－フェニル安息香酸、２－ナフトエ酸
等が挙げられる。中でも、１分子中の総炭素数（置換基を有するものは置換基の炭素数も
含む）が、１～２０のカルボン酸が好ましい。より好ましくは、Ｒ１２がポリアルキレン
オキシアルキル基であるカルボン酸（ポリアルキレンオキシアルキルカルボン酸）、Ｒ１

２がハロアルキル基であるカルボン酸（ハロアルキルカルボン酸）、炭素数６～２０の直
鎖脂肪族カルボン酸、炭素数１～２０のヒドロキシル基含有カルボン酸である。
【００６５】
　ただし、上記ポリエステル鎖は、ラクトンの開環重合により得られたポリエステル由来
の構造に限定されるものではなく、公知のポリエステル合成法、例えば、多価カルボン酸
と多価アルコールとの重縮合、ヒドロキシカルボン酸の重縮合、等により得られたポリエ
ステル由来の構造であることもできる。
【００６６】
　１－ブロモナフタレン接触角制御の容易性の観点からは、ポリエステル鎖の数平均分子
量は、２００以上であることが好ましく、４００以上であることがより好ましく、５００
以上であることが更に好ましい。また、同様の観点から、ポリエステル鎖の数平均分子量
は、１００，０００以下であることが好ましく、５０，０００以下であることがより好ま
しい。ポリエステル鎖の数平均分子量とは、ポリアルキレンイミン系ポリマーを加水分解
して得られたポリエステルについて、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により、標
準ポリスチレン換算で求められる値をいう。こうして求められる値は、ポリアルキレンイ
ミン系ポリマーを合成するために用いたポリエステルについて、ゲル浸透クロマトグラフ
ィー（ＧＰＣ）により、標準ポリスチレン換算で求められる値と同様である。したがって
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、ポリアルキレンイミン系ポリマーを合成するために用いたポリエステルについて求めた
数平均分子量を、ポリアルキレンイミン系ポリマーに含まれるポリエステル鎖の数平均分
子量として採用することができる。ポリエステル鎖の数平均分子量の測定条件については
、後述の実施例におけるポリエステルの数平均分子量の測定条件を参照できる。
【００６７】
（１－３－１－ｃ．ポリアルキレンイミン系ポリマーの重量平均分子量）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーの分子量は、重量平均分子量として、例えば１，００
０以上であり、また例えば８０，０００以下である。また、ポリアルキレンイミン系ポリ
マーの重量平均分子量は、１，５００以上であることが好ましく、２，０００以上である
ことがより好ましく、３，０００以上であることが更に好ましい。また、一態様では、ポ
リアルキレンイミン系ポリマーの重量平均分子量は、６０，０００以下であることが好ま
しく、４０，０００以下であることがより好ましく、３５，０００以下であることが更に
好ましく、３４，０００以下であることが一層好ましい。
　本発明において、ポリアルキレンイミン系ポリマーの重量平均分子量とは、ゲル浸透ク
ロマトグラフィー（ＧＰＣ）により標準ポリスチレン換算で求められる値をいう。測定条
件については、後述の実施例を参照できる。
【００６８】
（１－３－１－ｄ．合成方法）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーの合成方法は、特に限定されるものではない。合成方
法の好ましい一態様としては、ポリアルキレンイミン（以下、「成分Ａ－１」と記載する
。）とポリエステル（以下、「成分Ａ－２」と記載する。）とを反応させる方法を挙げる
ことができる。
【００６９】
　成分Ａ－１は、先にポリアルキレンイミン鎖について記載した数平均分子量を有するこ
とが好ましい。成分Ａ－１の数平均分子量について、測定方法および好ましい範囲等の詳
細については、先にポリアルキレンイミン鎖について記載した通りである。
【００７０】
　ポリアルキレンイミンとは、先に記載した通り、アルキレンイミンの開環重合により得
ることができる重合体である。ポリアルキレンイミンの構造の詳細については、先にポリ
アルキレンイミン鎖について記載した通りである。
【００７１】
　開環重合によりポリアルキレンイミンをもたらすアルキレンイミンとしては、同一二種
以上の異なるアルキレンイミンを用いることができる。上記アルキレンイミンの炭素数の
詳細については、先に式Ａ、Ｂ、Ｃ中のａ１、ａ２、ａ３について記載した通りである。
好ましくは炭素数が２～４のアルキレンイミン、より好ましくは炭素数２または３のアル
キレンイミン、更に好ましくは炭素数２のアルキレンイミン、即ちエチレンイミンを用い
ることができる。なおアルキレンイミンについての炭素数とは、環を構成する炭素数を言
うものとする。
【００７２】
　成分Ａ－１として使用可能なポリアルキレンイミンは、公知の方法により合成可能であ
り、また市販品として入手することもできる。
【００７３】
　成分Ａ－２はポリエステルであり、成分Ａ－２によってポリアルキレンイミン系ポリマ
ーにポリエステル鎖をもたらすことができる。成分Ａ－２の数平均分子量について、測定
方法および好ましい範囲等の詳細については、先にポリエステル鎖について記載した通り
である。
【００７４】
　成分Ａ－２は、ポリアルキレンイミンと反応し得る官能基を１つ以上有することにより
、ポリアルキレンイミンと反応することができる。こうして形成されるポリアルキレンイ
ミン系ポリマーにおいて、先に記載したように、ポリエステル鎖は、好ましくは、－Ｎ－
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（Ｃ＝Ｏ）－または塩架橋基によって、ポリアルキレンイミン鎖を構成するアルキレンイ
ミン鎖と結合することができる。そのような結合をもたらすために好ましくは、ポリエス
テルは、上記官能基として、一価の酸性基を有することができる。ここで酸性基とは、水
中または水を含む溶媒（水性溶媒）中でＨ＋を放出しアニオンに解離可能な基をいう。そ
のような基は、ポリアルキレンイミン鎖と結合を形成し、または塩架橋基を形成すること
ができる。具体例としては、カルボキシル基、スルホン酸基、リン酸基、それらの塩の形
態等を挙げることができ、好ましくはカルボキシル基およびカルボキシル塩基である。こ
こでカルボキシル基（－ＣＯＯＨ）の塩の形態とは、－ＣＯＯＭにおいてＭがアルカリ金
属イオン等のカチオンを表すカルボキシル塩基を意味する。他の酸性基の塩の形態につい
ても、同様である。立体反発鎖として有効に機能し得るポリエステル鎖を導入する観点か
らは、成分Ａ－２に含まれる上記官能基の数は、好ましくは１つである。また同様の観点
から、成分Ａ－２において、上記官能基は、好ましくは末端官能基として含まれる。
　なお上記では酸性基を水中または水性溶媒に関して規定したが、ポリアルキレンイミン
系ポリマーは、水系（ここで「系」とは、「含む」の意味で用いる。）溶媒中で用いられ
るものに限定されるものではなく、非水系溶媒中で好ましく使用され得る。また、後述す
る磁性層、非磁性層等の各層形成用組成物に含まれる溶媒も、水系溶媒に限定されるもの
ではなく、非水系溶媒でもよく、好ましくは非水系溶媒である。
【００７５】
　ポリエステルの構造の詳細については、先にポリエステル鎖について記載した通りであ
る。以上説明したポリエステルは、公知の方法により合成可能であり、また市販品として
入手することもできる。例えばカルボン酸等の求核試薬存在下でラクトンの開環重合を行
う方法により、末端官能基としてカルボキシル基を有するポリエステルを得ることができ
る。ポリエステル合成の合成条件については、公知技術を何ら制限なく適用することがで
きる。末端官能基としてカルボキシル基を有するポリエステルは、式Ａで表されるアルキ
レンイミン鎖と－Ｎ－（Ｃ＝Ｏ）－により結合することができる。または、式Ｂで表され
るアルキレンイミン鎖と先に記載した塩架橋基によって結合することができる。カルボン
酸の具体例等の詳細については、先に記載した通りである。
【００７６】
　以上説明した成分Ａ－１と成分Ａ－２との反応は、溶液重合等の公知の重合方法により
行うことができる。例えば成分Ａ－１と成分Ａ－２とを、任意に有機溶媒の存在下で撹拌
混合することにより行うことができる。上記反応は、無溶媒でも進行し得る。例えば、成
分Ａ－１および成分Ａ－２を含む反応溶液を、空気中または窒素雰囲気下で攪拌しながら
加熱（加熱温度は、例えば５０～２００℃）することにより、またはモノブチルすずオキ
シド等の有機すず化合物、トリメチルアンモニウムブロミド等のアンモニウム塩、ベンジ
ルジメチルアミンなどの３級アミンや４級アンモニウム塩等の触媒を添加しながら加熱（
加熱温度は、例えば４０～１５０℃）することにより、上記反応を行うことができる。有
機溶媒の例としては、例えば、酢酸エチル、クロロホルム、テトラヒドロフラン、メチル
エチルケトン、アセトン、アセトニトリル、トルエン等が挙げられる。
【００７７】
（１－３－１－ｅ．他のポリマー鎖）
　ポリアルキレンイミン系ポリマーは、ポリマー鎖として、ポリエステル鎖以外のポリマ
ー鎖を有するものであってもよく、ポリエステル鎖とともにポリエステル鎖以外のポリマ
ー鎖を有するものであってもよい。そのようなポリマー鎖も、ポリエステル鎖の導入につ
いて上記した方法と同様の方法によって、ポリアルキレンイミン系ポリマーに導入するこ
とができる。
【００７８】
（１－３－２．アミン系ポリマー）
　以上説明したポリアルキレンイミン系ポリマーは、アミン系ポリマーの一種であるが、
アミン系ポリマーとしては、ポリアルキレンイミン系ポリマー以外のアミン系ポリマーを
用いることもできる。または、ポリアルキレンイミン系ポリマーとともに、他のアミン系
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ポリマーを併用することもできる。
【００７９】
　アミン系ポリマーは、ＮＨ２Ｒで表される第一級アミン、ＮＨＲ２で表される第二級ア
ミン、ＮＲ３で表される第三級アミンのいずれであってもよい。上記において、Ｒはアミ
ン系ポリマーを構成する任意の構造を示し、複数存在するＲは同一であっても子おとなっ
ていてもよい。本発明者らは、アミン系ポリマーの含窒素部が、強磁性粉末の粒子表面へ
の吸着部として機能することができると考えている。
【００８０】
　アミン系ポリマーが有するポリマー鎖としては、ポリエステル鎖、ポリアミド鎖、ポリ
ウレタン鎖等の各種ポリマー鎖を挙げることができ、疎水性鎖であることが好ましい。ポ
リマー鎖の数平均分子量については、先にポリアルキレンイミン系ポリマーのポリエチレ
ン鎖について記載した範囲であることが好ましい。アミン系ポリマーとしては、公知の方
法で合成されたものを用いてもよく、市販品を用いてもよい。市販品の具体例としては、
例えば、ビックケミー・ジャパン社製ＡＮＴＩ－ＴＥＲＲＡ－Ｕ／Ｕ１００、ＡＮＴＩ－
ＴＥＲＲＡ－２０４／２０５、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０
２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０３、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０６、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－
１０８、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０９、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１０、ＤＩＳＰＥＲＢＹ
Ｋ－１１１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１１６、ＤＩＳＰＥＲ
ＢＹＫ－１３０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１４０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１４２、ＤＩＳＰ
ＥＲＢＹＫ－１４５、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６２、ＤＩ
ＳＰＥＲＢＹＫ－１６３、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６４、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６６、
ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６７、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１６
８、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１７０ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１７１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１
７４、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８２、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ
－１８３ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８４、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１８５、ＤＩＳＰＥＲＢＹ
Ｋ－２０００、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２００１、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０２０、ＤＩＳ
ＰＥＲＢＹＫ－２０５０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０７０、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２０９
６、ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－２１５０、ＢＹＫ－Ｐ１０４、ＢＹＫ－Ｐ１０５、ＢＹＫ－９
０７６、ＢＹＫ－９０７７、ＢＹＫ－２２０Ｓ等が挙げられるが、接触角調整剤はこれら
に限定されるものではない。
【００８１】
（１－４．強磁性粉末）
　次に、潤滑剤および接触角調整剤とともに磁性層に含まれる強磁性粉末について説明す
る。
【００８２】
　強磁性粉末としては、高密度記録化の観点からは、平均粒子サイズが５０ｎｍ以下の強
磁性粉末が好ましい。また、磁化の安定性の観点からは、強磁性粉末の平均粒子サイズは
１０ｎｍ以上であることが好ましい。
【００８３】
　上記強磁性粉末の平均粒子サイズは、透過型電子顕微鏡を用いて、以下の方法により測
定する値とする。
　強磁性粉末を、透過型電子顕微鏡を用いて撮影倍率１０００００倍で撮影し、総倍率５
０００００倍になるように印画紙にプリントして強磁性粉末を構成する粒子の写真を得る
。得られた粒子の写真から目的の粒子を選びデジタイザーで粒子の輪郭をトレースし粒子
（一次粒子）のサイズを測定する。一次粒子とは、凝集のない独立した粒子をいう。
　以上の測定を、無作為に抽出した５００個の粒子について行う。こうして得られた５０
０個の粒子の粒子サイズの算術平均を、強磁性粉末の平均粒子サイズとする。上記透過型
電子顕微鏡としては、例えば日立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型を用いることができ
る。また、粒子サイズの測定は、公知の画像解析ソフト、例えばカールツァイス製画像解
析ソフトＫＳ－４００を用いて行うことができる。
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　本発明において粉末についての平均粒子サイズとは、上記方法により求められる平均粒
子サイズをいうものとする。後述の実施例に示す平均粒子サイズは、透過型電子顕微鏡と
して日立製透過型電子顕微鏡Ｈ－９０００型、画像解析ソフトとしてカールツァイス製画
像解析ソフトＫＳ－４００を用いて行った。
【００８４】
　なお、粒子サイズ測定のために磁性層から強磁性粉末等の試料粉末を採取する方法とし
ては、例えば特開２０１１－０４８８７８号公報の段落００１５に記載の方法を採用する
ことができる。
【００８５】
　本発明において、強磁性粉末等の粉末を構成する粒子のサイズ（以下、「粒子サイズ」
と言う）は、上記の粒子写真において観察される粒子の形状が、
（１）針状、紡錘状、柱状（ただし、高さが底面の最大長径より大きい）等の場合は、粒
子を構成する長軸の長さ、即ち長軸長で表され、
（２）板状または柱状（ただし、厚さまたは高さが板面または底面の最大長径より小さい
）場合は、その板面または底面の最大長径で表され、
（３）球形、多面体状、不特定形等であって、かつ形状から粒子を構成する長軸を特定で
きない場合は、円相当径で表される。円相当径とは、円投影法で求められるものを言う。
【００８６】
　また、粉末の平均針状比は、上記測定において粒子の短軸の長さ、即ち短軸長を測定し
、各粒子の（長軸長／短軸長）の値を求め、上記５００個の粒子について得た値の算術平
均を指す。ここで、短軸長とは、上記粒子サイズの定義で（１）の場合は、粒子を構成す
る短軸の長さを、同じく（２）の場合は、厚さまたは高さを各々指し、（３）の場合は、
長軸と短軸の区別がないから、（長軸長／短軸長）は、便宜上１とみなす。
　そして、粒子の形状が特定の場合、例えば、上記粒子サイズの定義（１）の場合、平均
粒子サイズは平均長軸長であり、同定義（２）の場合、平均粒子サイズは平均板径であり
、平均板状比とは、（最大長径／厚さまたは高さ）の算術平均である。同定義（３）の場
合、平均粒子サイズは、平均直径（平均粒径、平均粒子径ともいう）である。
【００８７】
　上記強磁性粉末の好ましい具体例としては、六方晶フェライト粉末を挙げることができ
る。六方晶フェライト粉末の平均粒子サイズ（平均板径）は、高密度記録化と磁化の安定
性の観点から、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以上５０ｎｍ
以下であることがより好ましい。六方晶フェライト粉末の詳細については、例えば特開２
０１１－２１６１４９号公報の段落０１３４～０１３６を参照できる。
【００８８】
　上記強磁性粉末の好ましい具体例としては、強磁性金属粉末を挙げることもできる。強
磁性金属粉末の平均粒子サイズ（平均長軸長）は、高密度記録化と磁化の安定性の観点か
ら、１０ｎｍ以上５０ｎｍ以下であることが好ましく、２０ｎｍ以上５０ｎｍ以下である
ことがより好ましい。強磁性金属粉末の詳細については、例えば特開２０１１－２１６１
４９号公報の段落０１３７～０１４１を参照できる。
【００８９】
　磁性層における強磁性粉末の含有量（充填率）は、好ましくは５０～９０質量％の範囲
であり、より好ましくは６０～９０質量％の範囲である。上記充填率が高いことは、記録
密度向上の観点から好ましい。
【００９０】
（１－５．結合剤）
　本発明の磁気記録媒体は、好ましくは塗布型磁気記録媒体である。塗布型磁気記録媒体
は、結合剤を含む塗布層を有する磁気記録媒体である。磁性層に含まれる結合剤としては
、ポリウレタン樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系樹脂、塩化ビニル系樹脂、スチ
レン、アクリロニトリル、メチルメタクリレートなどを共重合したアクリル系樹脂、ニト
ロセルロースなどのセルロース系樹脂、エポキシ樹脂、フェノキシ樹脂、ポリビニルアセ
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タール、ポリビニルブチラールなどのポリビニルアルキラール樹脂などから単独または複
数の樹脂を混合して用いることができる。これらの中で好ましいものはポリウレタン樹脂
、アクリル系樹脂、セルロース系樹脂、塩化ビニル系樹脂である。これらの樹脂は、後述
する非磁性層においても結合剤として使用することができる。以上の結合剤については、
特開２０１０－２４１１３号公報段落００２８～００３１を参照できる。また、結合剤に
ついては、特開２０１４－０８０５６３号公報段落００１４～００２７および同公報の実
施例の記載、特開２０１３－０６５３８１号公報００１２～００１６、００４０～０１３
６および同公報実施例の記載も参照できる。結合剤含有量は、強磁性粉末１００．０質量
部に対して、例えば５．０～５０．０質量部の範囲、好ましくは１０．０～３０．０質量
部の範囲とすることができる。
　また、上記樹脂とともに硬化剤を使用することも可能である。硬化剤としては、ポリイ
ソシアネートが好適である。ポリイソシアネートの詳細については、特開２０１１－２１
６１４９号公報段落０１２４～０１２５を参照できる。硬化剤は、磁性層形成用組成物中
に、結合剤１００．０質量部に対して例えば０～８０．０質量部、塗膜強度向上の観点か
らは好ましくは５０．０～８０．０質量部の量で添加し使用することができる。
【００９１】
（１－６．添加剤）
　磁性層には、潤滑剤および接触角調整剤が含まれ、必要に応じて他の添加剤が含まれて
いてもよい。添加剤としては、研磨剤、分散剤・分散助剤、防黴剤、帯電防止剤、酸化防
止剤、カーボンブラックなどを挙げることができる。添加剤は、所望の性質に応じて市販
品を適宜選択して使用することができる。
　添加剤の一例として、特開２０１３－１３１２８５号公報段落００１２～００２２に記
載の分散剤を研磨剤の分散性を向上するための分散剤として挙げることができる。また、
研磨剤については、同公報段落００２３～００２４も参照できる。
　他の一例としては、非磁性フィラーを挙げることもできる。非磁性フィラーは、磁性層
表面に適度に突出する突起を形成する突起形成剤として機能することができる。非磁性フ
ィラーとしては、無機酸化物粉末や無機酸化物コロイド粒子を用いることができる。非磁
性フィラーについては、特開２０１１－０４８８７８号公報段落００１３～００２８を参
照できる。なお後述の実施例に示すコロイダルシリカの平均粒子サイズは、特開２０１１
－０４８８７８号公報段落００１５に平均粒径の測定方法として記載されている方法によ
り求められた値であり、変動係数は同段落に記載されている方法により求められた値であ
り、真球度は同公報段落００２０に円形度の測定方法として記載されている方法により求
められた値である。
【００９２】
　以上説明した磁性層は、非磁性支持体上に非磁性層を介して設けられる。非磁性層、非
磁性支持体の詳細については、後述する。
【００９３】
＜２．非磁性層＞
　次に非磁性層について説明する。本発明の磁気記録媒体は、非磁性支持体と磁性層との
間に、非磁性粉末と結合剤を含む非磁性層を有する。非磁性層に使用できる非磁性粉末は
、無機物質でも有機物質でもよい。また、カーボンブラック等も使用できる。無機物質と
しては、例えば金属、金属酸化物、金属炭酸塩、金属硫酸塩、金属窒化物、金属炭化物、
金属硫化物などが挙げられる。これらの非磁性粉末は、市販品として入手可能であり、公
知の方法で製造することもできる。その詳細については、特開２０１１－２１６１４９号
公報段落０１４６～０１５０、特開２０１３－０４９８３２号公報段落００１～００２０
を参照できる。
　非磁性層における非磁性粉末の含有量は、好ましくは５０～９０質量％の範囲であり、
より好ましくは６０～９０質量％の範囲である。
【００９４】
　非磁性層の結合剤、潤滑剤、分散剤、添加剤、溶剤、分散方法その他は、磁性層のそれ
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が適用できる。特に、結合剤量、種類、添加剤、分散剤の添加量、種類に関しては磁性層
に関する公知技術が適用できる。また、非磁性層にはカーボンブラックや有機質粉末を添
加することも可能である。それらについては、例えば特開２０１０－２４１１３号公報段
落００４０～００４２を参照できる。
【００９５】
　非磁性層も潤滑剤を含有することが好ましい。先に記載したように、磁性層へ潤滑剤を
供給するタンクとしての機能を果たすことができるからである。非磁性層に添加可能な潤
滑剤については、磁性層に関する前述の記載を参照できる。非磁性層の潤滑剤含有量は、
非磁性粉末１００．０質量部あたり、例えば１．０～６．０質量部であり、好ましくは１
．５～５．５質量部、より好ましくは２．０～５．０質量部である。なお、カーボンブラ
ックは、非磁性層の非磁性粉末として使用され得る各種非磁性粉末と比べ潤滑剤を吸着し
難い傾向がある。非磁性粉末が潤滑剤を吸着し難いことは、非磁性層から磁性層へ、更に
は磁性層表面へと移行する潤滑剤量を増やすことにつながる。したがって、１－ブロモナ
フタレン接触角、水接触角制御のために磁性層表面の潤滑剤量を増量したい場合には、非
磁性層の非磁性粉末の一部または全部として、カーボンブラックを使用することも好まし
い。
【００９６】
　また、非磁性層の添加剤の一例としては、非磁性粉末の分散性を向上するための分散剤
として機能することができる添加剤を挙げることができる。そのような添加剤としては、
例えば、有機三級アミンを挙げることができる。有機三級アミンは、非磁性粉末としてカ
ーボンブラックを含む非磁性層に添加することが好ましい。添加することにより、カーボ
ンブラックの分散性を向上することができる。有機三級アミンについては、特開２０１３
－０４９８３２号公報段落００１１～００１８、００２１を参照できる。また、有機三級
アミンによりカーボンブラックの分散性を高めるための組成物の処方等については、同公
報段落００２２～００２４、００２７を参照できる。
【００９７】
＜３．バックコート層＞
　本発明の磁気記録媒体は、非磁性支持体の磁性層を有する面とは反対の面にバックコー
ト層を有することもできる。バックコート層には、カーボンブラック、またはカーボンブ
ラックと無機粉末が含有されていることが好ましい。バックコート層形成のための結合剤
、各種添加剤は、磁性層や非磁性層の処方を適用することができる。
【００９８】
　一態様では、バックコート層に潤滑剤を含有させることもできる。バックコート層に添
加可能な潤滑剤については、磁性層に関する前述の記載を参照できる。
　磁気記録媒体は、テープ状のものとディスク状のものに大別され、テープ状のもの（磁
気テープ）は、通常、磁気テープカートリッジ内でリールに巻き取られた状態にある。バ
ックコート層を有する磁気テープでは、巻き取られた状態で磁性層表面とバックコート層
表面が接触することにより、バックコート層表面から磁性層表面へ潤滑剤が移行し得る。
したがって、バックコート層に潤滑剤を含有させることは、１－ブロモナフタレン接触角
や水接触角制御のための一手段となり得る。また、バックコート層表面に潤滑剤をオーバ
ーコートしバックコート層表面に潤滑剤を偏在させることも、１－ブロモナフタレン接触
角や水接触角制御のための一手段として挙げることができる。前者の手段と比べ後者の手
段は、バックコート層表面から磁性層表面への潤滑剤の移行量が多い傾向がある。
　バックコート層に潤滑剤を添加する態様、バックコート層表面に潤滑剤をオーバーコー
トする態様のいずれの態様についても、潤滑剤量は、バックコート層に含まれるカーボン
ブラックおよび無機粉末の合計含有量（カーボンブラック単独使用の場合にはカーボンブ
ラック含有量）１００．０質量部に対し、例えば１．０～６．０質量部であり、好ましく
は２．０～５．０質量部、より好ましくは２．５～４．５質量部である。
【００９９】
＜４．非磁性支持体＞
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　次に、非磁性支持体について説明する。非磁性支持体としては、二軸延伸を行ったポリ
エチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリアミド、ポリアミドイミド、
芳香族ポリアミド等の公知のものが挙げられる。これらの中でもポリエチレンテレフタレ
ート、ポリエチレンナフタレート、ポリアミドが好ましい。
　これらの支持体はあらかじめコロナ放電、プラズマ処理、易接着処理、熱処理などを行
ってもよい。
【０１００】
＜５．各層および非磁性支持体の厚み＞
　非磁性支持体の厚みは、好ましくは３．００～８０．００μｍ、より好ましくは３．０
０～５０．００μｍ、特に好ましくは３．００～１０．００μｍである。
【０１０１】
　磁性層の厚みは、用いる磁気ヘッドの飽和磁化量やヘッドギャップ長、記録信号の帯域
により最適化されるものであるが、高密度記録化のためには０．０１～０．１０μｍであ
ることが好ましく、０．０２～０．０９μｍであることがより好ましい。磁性層は少なく
とも一層あればよく、磁性層を異なる磁気特性を有する２層以上に分離してもかまわず、
公知の重層磁性層に関する構成が適用できる。
【０１０２】
　非磁性層の厚みは、例えば０．０５μｍ以上であり、好ましくは０．０７μｍ以上であ
り、より好ましくは０．１０μｍ以上である。一方、非磁性層の厚みは、０．８０μｍ以
下であることが好ましく、０．５０μｍ以下であることがより好ましい。磁気テープでは
、磁気テープカートリッジ１巻あたりの記録容量を高めるために磁気テープ総厚を薄くす
ることが好ましく、非磁性層の厚みが薄いことは総厚を薄くすることにつながるため、好
ましい。磁性層へ潤滑剤を供給するタンクとしての機能を果たし得る非磁性層が薄くなる
と非磁性層から磁性層への潤滑剤の供給量は少なくなる傾向があるが、磁性層やバックコ
ート層の潤滑剤の増量、非磁性層の非磁性粉末として潤滑剤を吸着し難いカーボンブラッ
クを使用すること、非磁性粉末に占めるカーボンブラックの割合を高めること等により、
１－ブロモナフタレン接触角、水接触角を、それぞれ上記範囲に制御することができる。
　なお、本発明における磁気記録媒体の非磁性層には、非磁性粉末とともに、例えば不純
物として、または意図的に、少量の強磁性粉末を含む実質的に非磁性な層も包含されるも
のとする。ここで実質的に非磁性な層とは、この層の残留磁束密度が１０ｍＴ以下である
か、保磁力が７．９６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下であるか、または、残留磁束密度が１
０ｍＴ以下であり、かつ保磁力が７．９６ｋＡ／ｍ（１００Ｏｅ）以下である層をいうも
のとする。非磁性層は、残留磁束密度および抗磁力を持たないことが好ましい。
【０１０３】
　バックコート層の厚みは、０．９０μｍ以下であることが好ましく、０．１０～０．７
０μｍであることが更に好ましい。
【０１０４】
　なお磁気記録媒体の各層および非磁性支持体の厚みは、公知の膜厚測定法により求める
ことができる。一例として、例えば、磁気記録媒体の厚み方向の断面を、イオンビーム、
ミクロトーム等の公知の手法により露出させた後、露出した断面において走査型電子顕微
鏡による断面観察を行う。断面観察において厚み方向の１箇所において求められた厚み、
または２箇所以上の複数箇所において求められた厚みの算術平均として、各種厚みを求め
ることができる。または、各層の厚みは、製造条件から算出される設計厚みとして求めて
もよい。
【０１０５】
＜６．磁性層表面粗さ＞
　高密度記録化の観点から、本発明の磁気記録媒体は、一態様では、磁性層表面において
原子間力顕微鏡により測定される中心線平均表面粗さＲａは、３．０ｎｍ以下であること
が好ましい。より好ましくは２．７ｎｍ以下、更に好ましくは２．５ｎｍ以下である。ま
た、例えば、磁性層表面において原子間力顕微鏡により測定される中心線平均表面粗さＲ
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ａは、１．０ｎｍ以上であることが好ましい。ただし、先に記載した通り、磁性層表面粗
さが低くなり磁性層表面が平滑になるほど、磁性層表面とヘッドとの摺動時の摩擦が増大
し走行耐久性が低下する傾向がある。そのような場合にも、１－ブロモナフタレン接触角
および水接触角を前述の範囲に制御することにより、優れた走行耐久性を実現することが
できる。
　磁性層表面粗さは、磁性層、非磁性層における各種成分の分散性を高めることにより低
減することができる。また、磁性層表面を表面処理することによっても低減することがで
きる。例えば、磁性層表面の表面処理としては、特開平５－６２１７４号公報に記載の研
磨手段を用いる研磨処理を挙げることもできる。上記表面処理については、同公報段落０
００５～００３２および全図面を参照できる。
【０１０６】
＜７．磁気記録媒体の製造工程＞
　本発明の磁気記録媒体は、塗布型磁気記録媒体であり、磁性層、非磁性層、および任意
に設けられるバックコート層等の各層を形成するための組成物（塗布液）を用いて製造す
ることができる。以下に、磁気記録媒体の製造工程の具体的態様を説明する。ただし本発
明の磁気記録媒体は、磁性層表面の１－ブロモナフタレン接触角および水接触角が前述の
範囲のものであればよく、下記態様の製造工程により製造されるものに限定されるもので
はない。
【０１０７】
（７－１．磁性層形成用組成物）
　磁性層形成用組成物（塗布液）は、先に説明した各種成分とともに、通常、溶媒を含む
。溶媒としては、一般に塗布型磁気記録媒体製造のために使用される有機溶媒を挙げるこ
とができる。磁性層形成用組成物における溶媒含有量は、強磁性粉末１００．０質量部に
対して、例えば１００．０～８００．０質量部に範囲であり、好ましくは２００．０～６
００．０質量部の範囲である。
【０１０８】
　磁性層形成用組成物、および非磁性層等の各層を形成するための組成物を調製する工程
は、通常、混練工程、分散工程、およびこれらの工程の前後に必要に応じて設けた混合工
程からなる。個々の工程はそれぞれ２段階以上にわかれていてもかまわない。強磁性粉末
、非磁性粉末、結合剤、カーボンブラック、各種添加剤、溶媒などすべての原料はどの工
程の最初または途中で添加してもかまわない。また、個々の原料を２つ以上の工程で分割
して添加してもかまわない。磁性層形成用組成物については、強磁性粉末を含有する分散
液（磁性液）、研磨剤を含有する分散液（研磨剤液）、非磁性フィラー（突起形成剤）を
含有する分散液（非磁性フィラー液）をそれぞれ別分散して調製した後、同時または順次
、潤滑剤等の他の成分と混合し磁性層形成用組成物を調製することが好ましい。潤滑剤、
硬化剤、溶媒の一部または全部を、磁性液、研磨剤液および非磁性フィラー液を混合した
混合液に添加してもよい。その他、各層形成用組成物の調製については、特開２０１０－
２３１８４３号公報段落００６５も参照できる。
【０１０９】
（７－２．非磁性層形成用組成物、バックコート層形成用組成物）
　非磁性層は、非磁性層形成用組成物（塗布液）を、非磁性支持体表面に、例えば直接塗
布することにより、形成することができる。非磁性層形成用組成物は、先に説明した各種
成分とともに、通常、溶媒を含む。溶媒としては、一般に塗布型磁気記録媒体製造のため
に使用される有機溶媒を挙げることができる。その他、非磁性層形成用組成物の調製の詳
細については、磁性層形成用組成物に関する上述の記載を参照できる。
　バックコート層形成用組成物（塗布液）の調製の詳細についても、磁性層形成用組成物
に関する上述の記載を参照できる。
【０１１０】
（７－３．塗布工程）
　磁性層は、磁性層形成用組成物を、非磁性層形成用組成物と逐次または同時に重層塗布
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することにより形成することができる。各層形成のための塗布の詳細については、特開２
０１０－２３１８４３号公報段落００６６を参照できる。
【０１１１】
（７－４．その他工程）
　磁気記録媒体製造のためのその他の各種工程については、特開２０１０－２３１８４３
号公報段落００６７～００７０を参照できる。また、磁性層表面の表面処理については、
先に記載した通り、特開平５－６２１７４号公報も参照できる。
【０１１２】
　以上記載した本発明の磁気記録媒体によれば、信号の記録再生時に磁性層表面とヘッド
表面とが接触する接触摺動型の磁気記録再生システムにおけるスペーシングロスを引き起
こすヘッド付着物（磁性層表面の削れ物、潤滑剤）の発生を抑制することができる。
【実施例】
【０１１３】
　以下に、本発明を実施例に基づき説明する。但し、本発明は実施例に示す態様に限定さ
れるものではない。なお、特記しない限り、以下に記載の「部」および「％」は質量基準
である。
【０１１４】
　下記の１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ａとしては、下記方法により合成した合成品
を用いた。
下記の１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ｂとしては、市販のアミン系ポリマー（ビック
ケミー社製ＤＩＳＰＥＲＢＹＫ－１０２）を用いた。
【０１１５】
＜Ｉ．１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ａの合成例＞
　下記の酸価およびアミン価は、電位差法（溶媒：テトラヒドロフラン／水＝１００／１
０（体積比）、滴定液：０．０１Ｎ（０．０１ｍｏｌ／ｌ）水酸化ナトリウム水溶液（酸
価）、０．０１Ｎ （０．０１ｍｏｌ／ｌ）塩酸（アミン価））により決定した。
【０１１６】
　下記の数平均分子量、重量平均分子量は、ＧＰＣ法により測定しポリスチレン換算値と
して求めた。
【０１１７】
　ポリエステル、ポリアルキレンイミン、およびポリアルキレンイミン系ポリマーの平均
分子量の測定条件は、それぞれ以下の通りとした。
（ポリエステルの平均分子量の測定条件）
　測定器：ＨＬＣ－８２２０ＧＰＣ（東ソー社製）
　カラム：ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＨＺ　２０００／ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　Ｈ
Ｚ　４０００／ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＨＺ－Ｈ（東ソー社製）
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、
　流速：０．３５ｍＬ／ｍｉｎ、
　カラム温度：４０℃
　検出器：示差屈折（ＲＩ）検出器
【０１１８】
（ポリアルキレンイミンの平均分子量、ポリアルキレンイミン系ポリマーの平均分子量の
測定条件）
　測定器：ＨＬＣ－８３２０ＧＰＣ（東ソー社製）
　カラム：ＴＳＫｇｅｌ　Ｓｕｐｅｒ　ＡＷＭ－Ｈ（東ソー社製）３本
　溶離液：Ｎ－メチル－２－ピロリドン(添加剤として１０ｍＭ臭化リチウム添加)
　流速：０.３５ｍＬ／ｍｉｎ
　カラム温度：４０℃
　検出器：ＲＩ
【０１１９】
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　なお、ポリアルキレンイミン鎖の数平均分子量は、以下の方法により求めることもでき
る。
　合成したポリアルキレンイミン系ポリマーを、エステル加水分解法により、例えば、実
験化学講座１６ 有機化合物の合成ＩＶ－カルボン酸・アミノ酸・ペプチド（第５版）」
（日本化学会編、丸善出版、２００５年３月発行）１１頁に記載の酸加水分解法により加
水分解する。得られた加水分解物から、液体クロマトグラフィーによりポリアルキレンイ
ミンを分離し上記測定条件により測定される数平均分子量を、ポリアルキレンイミン系ポ
リマーに含まれるポリアルキレンイミン鎖の数平均分子量とすることもできる。
【０１２０】
（ポリエステル（ｉ－１）の合成）
　５００ｍＬ３口フラスコに、カルボン酸としてｎ－オクタン酸（和光純薬社製）１６．
８ｇ、ラクトンとしてε－カプロラクトン（ダイセル工業化学社製プラクセルＭ）１００
ｇ、触媒としてモノブチルすずオキシド（和光純薬社製）（Ｃ４Ｈ９Ｓｎ（Ｏ）ＯＨ）２
．２ｇを混合し、１６０℃で１時間加熱した。ε－カプロラクトン１００ｇを５時間かけ
て滴下し更に２時間攪拌した。その後、室温まで冷却しポリエステル（ｉ-１）を得た。
　合成スキームを以下に示す。
【０１２１】
【化５】

【０１２２】
　得られたポリエステルの数平均分子量、重量平均分子量を下記表１に示す。また、原料
仕込み比より算出したラクトン繰り返し単位の単位数も下記表１に示す。
【０１２３】
（ポリエチレンイミン系ポリマー（１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ａ）の合成）
　ポリエチレンイミン（日本触媒製SP-006、数平均分子量６００）２，４ｇおよびポリエ
ステル（ｉ－１）１００ｇを混合し、１１０℃で３時間加熱して、ポリエチレンイミン系
ポリマーを得た。
得られたポリアルキレンイミン系ポリマーについて、1Ｈ－ＮＭＲ、13Ｃ－ＮＭＲの両Ｎ
ＭＲ分析結果および燃焼法による元素分析の分析結果から、ポリアルキレンイミン系ポリ
マーに占めるポリアルキレンイミン鎖の割合（ポリアルキレンイミン鎖比率）を算出した
。結果を表１に示す。算出されたポリアルキレンイミン鎖比率は、ポリアルキレンイミン
およびポリエステルの仕込み量から算出された値と同様の値であった。
【０１２４】
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【表１】

【０１２５】
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＜ＩＩ．磁気テープ作製例＞
［実施例１］
　各層形成用組成物の処方を、下記に示す。
【０１２６】
（磁性層形成用組成物）
（磁性液）
　強磁性粉末（強磁性六方晶バリウムフェライト粉末Ａ）：１００．０部
　（Ｈｃ：１９６ｋＡ／ｍ（２４６０Ｏｅ）、平均粒子サイズ（平均板径）２４ｎｍ）
　オレイン酸：２．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１０．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂：４．０部
　(重量平均分子量７００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)
　１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ａ：１０．０部
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
（研磨剤液）
　α－アルミナ（比表面積１９ｍ2／ｇ、真球度１．４）：６．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
（重量平均分子量７００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．１ｍｅｑ／ｇ）：０．６部
　２，３－ジヒドロキシナフタレン：０．６部
　シクロヘキサノン：２３．０部
（非磁性フィラー液）
　コロイダルシリカ（平均粒子サイズ１２０ｎｍ、変動係数＝７％、真球度１．０３）：
２．０部
　メチルエチルケトン：８．０部
（潤滑剤・硬化剤液）
　ステアリン酸：３．０部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：６．０部
　メチルエチルケトン：１１０．０部
　シクロヘキサノン：１１０．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネート（登録商標）Ｌ）：３部
【０１２７】
（非磁性層形成用組成物Ａ）
　カーボンブラック（平均粒子サイズ（平均一次粒子サイズ）１６ｎｍ、ＤＢＰ（Dibuty
l phthalate）吸油量７４ｃｍ3／１００ｇ）：１００．０部
　トリオクチルアミン：４．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１９．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
(重量平均分子量５００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)：１２．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ステアリン酸：２．０部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：２．０部
【０１２８】
（バックコート層形成用組成物Ａ）
　ベンガラ（平均粒子サイズ：０．１５μｍ、平均針状比：７、ＢＥＴ法によって測定さ
れた比表面積（ＳＢＥＴ）：５２ｍ２／ｇ）：８０．０部
　カーボンブラック（平均粒子サイズ（平均一次粒子サイズ）１６ｎｍ、ＤＢＰ吸油量７
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４ｃｍ３／１００ｇ）：２０．０部
　フェニルホスホン酸：３．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１２．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　(重量平均分子量５００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)：８．０部
　アルミナ粉末（比表面積１７ｍ２／ｇのα－アルミナ）：５．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部
　シクロヘキサノン：３７０．０部
　ステアリン酸：１．０部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：２．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネートＬ）：５部
【０１２９】
（磁性層形成用組成物の作製）
　磁性層形成用組成物は以下の方法によって作製した。
　上記磁性液をオープン型ニーダーにより混練・希釈処理後、横型ビーズミル分散機によ
り、粒径０．１ｍｍのジルコニア（ＺｒＯ2）ビーズ（以下、「Ｚｒビーズ」と記載する
）を用い、ビーズ充填率８０％、ローター先端周速１０ｍ／秒で、１パス滞留時間を２分
とし、３０パスの分散処理を行った。
　研磨剤液は、　上記成分を混合して粒径０．３ｍｍのＺｒビーズとともに横型ビーズミ
ル分散機に入れ、ビーズ体積／（研磨剤液体積＋ビーズ体積）が８０％になるように調整
し、１２０分間ビーズミル分散処理を行い、処理後の液を取り出し、フロー式の超音波分
散濾過装置を用いて、超音波分散濾過処理を施した。
　磁性液、非磁性フィラー液および研磨剤液と、その他の成分としての潤滑剤・硬化剤液
をディゾルバー攪拌機に導入し、周速１０ｍ／秒で３０分間攪拌した後、フロー式超音波
分散機により流量７．５ｋｇ／分で３パス処理した後に、１μｍのフィルタで濾過して磁
性層形成用組成物を作製した。
【０１３０】
（非磁性層形成用組成物の作製）
　非磁性層形成用組成物は以下の方法によって作製した。
　潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、ステアリン酸ブチル）を除く上記成分を
、オープン型ニーダーにより混練・希釈処理して、その後、横型ビーズミル分散機により
分散処理を実施した。その後、潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、ステアリン
酸ブチル）を添加して、ディゾルバー攪拌機にて攪拌・混合処理を施して非磁性層形成用
組成物を作製した。
【０１３１】
（バックコート層形成用組成物Ａの作製）
　バックコート層形成用組成物は以下の方法によって作製した。
　ポリイソシアネートおよび潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、ステアリン酸
ブチル）を除く上記成分を、ディゾルバー攪拌機に導入し、周速１０ｍ／秒で３０分間攪
拌した後、横型ビーズミル分散機により分散処理を実施した。その後、ポリイソシアネー
トおよび潤滑剤（ステアリン酸、ステアリン酸アミド、ステアリン酸ブチル）を添加して
、ディゾルバー攪拌機にて攪拌・混合処理を施し、バックコート層形成用組成物を作製し
た。
【０１３２】
（磁気テープの作製）
　厚さ４．００μｍの非磁性支持体（ポリアミド支持体）上に、乾燥後の厚さが０．１０
μｍになるように非磁性層形成用組成物を塗布し乾燥させた後、バックコート層形成用組
成物を、非磁性支持体の反対面に乾燥後の厚さが０．５０μｍになるように塗布し乾燥さ
せた。一度巻き取りロールに巻き取った非磁性支持体を７０℃の環境下で３６時間熱処理
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した。
　熱処理後の非磁性層上に、乾燥後の厚さが０．０７μｍになるように磁性層形成用組成
物を塗布し乾燥させた。
　その後、金属ロールのみから構成されるカレンダで速度４０ｍ／ｍｉｎ、線圧３００ｋ
ｇ／ｃｍ（２９４ｋＮ／ｍ）、温度１００℃で表面平滑化処理（カレンダ処理）を行った
。その後、７０℃の環境下で３６時間熱処理を行った。熱処理後、１／２インチ幅にスリ
ットを行った。
　続いて、特開平５－６２１７４号公報に記載のダイヤモンドホイールによる表面処理（
同公報の図１～図３に示されている態様）を行って得られた磁気テープをロール状にリー
ルに巻き取った後、下記の評価方法によりその特性を評価した。
　なお本実施例および後述の実施例、比較例について、各層の厚さは、製造条件から算出
される設計厚みである。また、上記および後述のＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂の重
量平均分子量は、以下の測定条件により測定された値である。
　ＧＰＣ装置：ＨＬＣ－８１２０（東ソー製）
　カラム：ＴＳＫ ｇｅｌ Ｍｕｌｔｉｐｏｒｅ ＨＸＬ－Ｍ（東ソー製、７．８ｍｍＩＤ(
内径)×３０．０ｃｍ）
　溶離液：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）
【０１３３】
＜評価方法＞
（接触角測定法）
　接触角測定機（協和界面科学（株）製　接触角測定装置　ＤｒｏｐＭａｓｔｅｒ７００
）により、以下の方法により接触角測定を行った。
　ロール状に巻き取った磁気テープをロールの端部から一定長さ切り取り得られたテープ
サンプルを、バックコート層表面がスライドガラス表面と接触するようにスライドガラス
上に設置した。テープサンプル表面（磁性層表面）に測定用液体（１－ブロモナフタレン
または水）２．０μｌを滴下し、滴下した液体が安定した液滴を形成したことを目視で確
認した後、上記接触角測定機に付随の接触角解析ソフトウェアＦＡＭＡＳにより液滴像を
解析し、テープサンプルと液滴の接触角を測定した。接触角の算出はθ／２法によって行
い、１サンプルにつき６回測定した平均値を接触角とした。測定は温度２０℃相対湿度２
５％ＲＨの環境で行い、以下の解析条件で接触角を求めた。
　また、参照のため、測定用液体としてヨウ化メチレンを用いて同様の方法で磁性層表面
のヨウ化メチレンに対する接触角（ヨウ化メチレン接触角）も求めた。
　・手法：液滴法（θ／２法）
　・着滴認識：自動
　・着滴認識ライン（針先からの距離）：５０ｄｏｔ
　・アルゴリズム：自動
　・イメージモード：フレーム
　・スレッシホールドレベル：自動
【０１３４】
（走行耐久性試験）
　温度４０℃相対湿度８０％ＲＨの環境において、ＩＢＭ社製ＬＴＯ（登録商標）Ｇ５（
Ｌｉｎｅａｒ　Ｔａｐｅ－Ｏｐｅｎ　Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ　５）ドライブから取り外し
た磁気記録再生ヘッドをテープ走行系に取り付け、０．６Ｎのテンションをかけながらテ
ープ長２０ｍの磁気テープを、送り出しロールからの送り出しおよび巻き取りロールへの
巻き取りを行いつつ４．０ｍ／ｓで３０００サイクル走行させ、走行後のヘッド全面を倍
率１００倍のマイクロスコープで観察し画像処理ソフト（Ｗｉｎ Ｒｏｏｆ（Ｍｉｔａｎ
ｉ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｐｏｎ製）による画像処理により汚れ面積（付着物が付着してい
る部分の面積）を求めた。ヘッド面に対する汚れ面積の割合をヘッド面汚れの指標とし、
以下の基準により評価した。ＡおよびＢを走行耐久性良好と判断した。
　Ａ：０％、Ｂ：０％超５％未満、Ｃ：５％以上１０％未満、Ｄ：１０％以上３０％未満
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、Ｅ：３０％以上。
　また、ヘッドエッジ汚れも同様にマイクロスコープによりヘッド全面を観察し画像処理
ソフトによる画像処理を行い評価した。ヘッドエッジの汚れ（付着物）が付着した範囲の
割合をヘッドエッジ汚れの指標とし、以下の基準により評価した。４～２を走行耐久性良
好と判断した。なお、ヘッドの幅方向とは、磁気テープの幅方向と一致する方向である。
　４：ヘッドエッジに汚れが認められない、３：ヘッドの幅方向の５０％以下の部位に汚
れが認められる、２：ヘッドの幅方向の５０％超７０％以下に汚れが認められる、１はヘ
ッドの幅方向の７０％超に汚れが認められる。
　図１に、ヘッド面汚れおよびヘッドエッジ汚れの説明図を示す。図中、実線２本で磁気
テープの長手方向の端辺を示している。また、図中に示すヘッド面汚れおよびヘッドエッ
ジ汚れの個数、形状、付着位置は、模式的に示したものに過ぎない。
【０１３５】
（磁性層表面の原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）により測定される中心線平均表面粗さＲａ）
　原子間力顕微鏡としてＤＩＧＩＴＡＬ ＩＮＳＴＲＵＭＥＮＴ社製のＮＡＮＯＳＣＯＰ
ＥＩＩＩをコンタクトモードで用いて、先に記載した方法により磁性層表面の中心線平均
表面粗さＲａを測定した。具体的には、ＡＦＭによる測定後にｏｆｆｌｉｎｅモードに移
行し、ｆｌａｔｔｅｎ処理をｙ方向に、ｐｌａｎｅ ｆｉｔ処理をｘ方向に行って歪み補
正をした後、ｒｏｕｇｈｎｅｓｓ処理を行い、Ｒａを算出した。
【０１３６】
［実施例２］
　実施例１における磁性層形成用組成物の潤滑剤の中で、ステアリン酸の添加量を２．０
部に変更した点以外、実施例１と同様の方法により磁気テープを得た。
【０１３７】
［実施例３］
　実施例１における磁性層形成用組成物の潤滑剤の中で、ステアリン酸の添加量を４．０
部に変更した以外は、実施例１と同様の方法により磁気テープを得た。
【０１３８】
［実施例４］
　実施例１における磁性層形成用組成物の潤滑剤の中で、ステアリン酸の添加量を２．０
部に変更し、バックコート層形成用組成物Ａを以下のバックコート層形成用組成物Ｂに変
更した点以外は、実施例１と同様の方法により磁気テープを得た。
（バックコート層形成用組成物Ｂ）
　カーボンブラック（ＤＢＰ吸油量７４ｃｍ3／１００ｇ）：１００．０部
　ニトロセルロース：２７．０部
　スルホン酸（塩）基含有ポリエステルポリウレタン樹脂：６２．０部
　ポリエステル樹脂：４．０部
　アルミナ粉末（比表面積ＳＢＥＴ１７ｍ2／ｇの）：０．６部
　メチルエチルケトン：６００．０部
　トルエン：６００．０部
　ステアリン酸：４．０部
　ポリイソシアネート（日本ポリウレタン製コロネートＬ）：１５．０部
【０１３９】
［実施例５］
　下記（１）～（５）の変更を行った点以外、実施例２と同様の方法により磁気テープを
作製した。
（１）実施例２における磁性層形成用組成物の磁性液を、下記磁性液に変更した点以外は
実施例２と同様の方法で磁性層形成用組成物を作製した。
　　（磁性液）
　　　強磁性粉末（強磁性六方晶バリウムフェライト粉末Ｂ）：１００．０部
　　（Ｈｃ：１８９ｋＡ／ｍ（２３８０Ｏｅ）、平均粒子サイズ（平均板径）２２ｎｍ）
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　　　オレイン酸：２．０部
　　　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１０．０部
　　　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリエステルポリウレタン樹脂：４．０部
　　　(重量平均分子量６００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．６ｍｅｑ／ｇ)
　　　１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ａ：１０．０部
　　　メチルエチルケトン：１５０．０部
　　　シクロヘキサノン：１５０．０部
（２）実施例２における非磁性層形成用組成物Ａを、以下の非磁性層形成用組成物Ｂに変
更した。
（非磁性層形成用組成物Ｂ）
　ベンガラ（平均粒子サイズ：０．１５μｍ、平均針状比：７、比表面積ＳＢＥＴ：５２
ｍ2／ｇ）：７５．０部
　カーボンブラック（平均粒子サイズ（平均一次粒子サイズ）１６ｎｍ、ＤＢＰ吸油量７
４ｃｍ3／１００ｇ）：２５．０部
　フェニルホスホン酸：３．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１２．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　(重量平均分子量５００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)：８．０部
　メチルエチルケトン：３７０．０部部
　シクロヘキサノン：３７０．０部部
　ステアリン酸：２．０部部
　ステアリン酸アミド：０．３部
　ステアリン酸ブチル：２．０部部
（３）非磁性支持体を、厚さ６．００μｍのポリエチレンナフタレート支持体に変更した
。
（４）バックコート層表面に以下の方法により潤滑剤のオーバーコート処理を行った。
バックコート層表面に以下の潤滑剤溶液をφ５０μｍのコイルが巻かれたコイルバーを使
用して塗布し、さらに７０℃の環境で１２時間熱処理を行った。
（バックコート層へのオーバーコート処理用潤滑剤溶液）
　ステアリン酸：０．６部
　ステアリン酸アミド：０．２部
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
【０１４０】
［実施例６］
　実施例５における磁性層形成用組成物の磁性液を、下記磁性液に変更した点以外、実施
例５と同様の方法により磁気テープを作製した。
（磁性液）
　強磁性粉末（強磁性六方晶バリウムフェライト粉末Ｂ）：１００．０部
（Ｈｃ：１８９ｋＡ／ｍ（２３８０Ｏｅ）、平均粒子サイズ（平均板径）２２ｎｍ）
　オレイン酸：２．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１０．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　(重量平均分子量５００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)：４．０部
　１－ブロモナフタレン接触角調整剤Ｂ：６．０部
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
【０１４１】
［比較例１］
　下記（１）、（２）の変更を行った点以外、実施例２と同様の方法により磁気テープを
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作製した。
（１）実施例１における磁性層形成用組成物の磁性液を、下記磁性液に変更した。
（磁性液）
　強磁性粉末（強磁性六方晶バリウムフェライト粉末Ａ）：１００．０部
　(Ｈｃ：１９６ｋＡ／ｍ（２４６０Ｏｅ）、平均粒子サイズ（平均板径）２４ｎｍ)
　オレイン酸：２．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１３．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂：５．０部
　(重量平均分子量７００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
（２）実施例１における磁性層形成用組成物の潤滑剤の中で、ステアリン酸の添加量を２
．０部に変更した。
【０１４２】
［比較例２］
　実施例４におけるバックコート層形成用組成物の潤滑剤の中で、ステアリン酸の添加量
を６．０部に変更した点以外、実施例４と同様の方法により磁気テープを得た。
【０１４３】
［比較例３］
　実施例６における磁性層形成用組成物の磁性液を、１－ブロモナフタレン接触角調整剤
Ａを添加せず作製した点以外、実施例６と同様の方法により磁気テープを得た。
【０１４４】
［比較例４］
　実施例６における磁性層形成用組成物の磁性液を、下記磁性液に変更した点以外、実施
例６と同様の方法により磁気テープを作製した。
（磁性液）
　強磁性粉末（強磁性六方晶バリウムフェライト粉末Ｂ）：１００．０部
（Ｈｃ：１８９ｋＡ／ｍ（２３８０Ｏｅ）、平均粒子サイズ（平均板径）２２ｎｍ）
　オレイン酸：２．０部
　塩化ビニル共重合体（日本ゼオン製ＭＲ－１０４）：１０．０部
　ＳＯ３Ｎａ基含有ポリウレタン樹脂
　(重量平均分子量５００００、ＳＯ３Ｎａ基：０．０７ｍｅｑ／ｇ)：４．０部
　２，３－ジヒドロキシナフタレン：６．０部
　メチルエチルケトン：１５０．０部
　シクロヘキサノン：１５０．０部
【０１４５】
　実施例２～６、比較例１～４で作製した磁気テープについても、実施例１と同様の方法
で評価を行った。
【０１４６】
　以上の結果を、下記表２に示す。
【０１４７】
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【表２】

【０１４８】
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評価結果
　実施例、比較例について評価を行った繰り返し走行後のヘッド面汚れは、少ないほど、
走行中の磁性層表面とヘッドとの摺動性が安定化され走行耐久性が良好である（磁性層表
面の削れの発生が抑制されている）ことを示している。
　また、実施例、比較例について評価を行った繰り返し走行後のヘッドヘッジ汚れは、少
ないほど、磁性層表面からヘッドに付着した潤滑剤、磁性層削れ物によるスペーシングロ
スが少ないことを意味している。
　表２に示す結果から、実施例１～５の磁気テープは、繰り返し走行後のヘッド面汚れ、
ヘッドエッジ汚れがともに少ないことが確認できる。かかる実施例１～５の磁気テープに
よれば、繰り返し走行後も、ヘッドへの磁性層の削れ物や潤滑剤の付着によるスペーシン
グロス、およびこれによる出力低下を抑制することができる。
　なお表２に示すように、特許文献４に記載されているヨウ化メチレン接触角と評価結果
との間には良好な相関は見られなかったのに対し、１－ブロモナフタレン接触角および水
接触角との間には良好な相関が見られている。
　以上の結果から、１－ブロモナフタレン接触角および水接触角に基づき磁気記録媒体の
磁性層表面状態を規定することにより、優れた走行耐久性を示し、繰り返し走行後の出力
低下が抑制された磁気記録媒体の提供が可能になることが確認できる。
【産業上の利用可能性】
【０１４９】
　本発明は、データバックアップテープ等のデータストレージ用磁気記録媒体の製造分野
において有用である。

【図１】
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